
１ 「アクションプラン 2015」の総仕上げ
○ 平成 31 年 4 月の市長選挙等を見据え骨格予算として編成するが、例年実施している

経常的な事務事業に加え、「アクション 

プラン 2015」の総仕上げとしてプラン 

に掲げた取組を着実に実施する。 

○  北海道胆振東部地震等による被害か 

らの早期の復旧・復興や被災者支援、 

今後の防災対策などの喫緊の市政課題 

に機動的に対応する必要のある事業に 

ついても、しっかりと予算計上を行う。

２ 局マネジメント強化の推進

○ 一般経費の一般財源は、昨年度に引き続き一律の削減は行わず、平成 30 年度予算額

を基本として局配分枠を設定する。 

○  各局のマネジメントにより、「アクションプラン 2015」における計画期間を通じた弾

力的な事業運営や、市民ニーズに即応した効果的な事業構築を可能にするため、局マネ

ジメント枠の年度間調整を引き続き活用、推進する。 

３ 次期中期実施計画を見据えた事業の必要性や効果の検証 

○ 今後の財政見通しはより厳しさを増していくことから、持続可能な行財政運営を継

続するためには既存の事務事業の大規模かつ抜本的な見直しが必須である。そのため、

平成 31年度予算編成の段階から、手法や効果の見極めによる事業の組換えや経費圧縮

に取り組むこととし、各局においては、以下の視点で事業の必要性や効果の検証を行っ

たうえで事業のあり方を検討する。 

○ わが国の経済状況は、札幌市を含めて雇用・所得環境の改善が続き、景気は回復して

いくことが期待されているが、先行きについては、海外経済の不確実性等に留意が必要

である。 

〇 国は「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）の中で、

人づくり革命及び生産性革命を実現・拡大することとしており、地方財政については、

2021 年度までは 2018 年度地方財政計画と実質的に同水準の地方一般財源総額を確保す

るとされている。 

○ 2025 年に先送りした財政健全化目標を達成するためには、歳出改革の継続と高い経済

成長率が前提となる一方、来年 10 月から予定されている消費税率引上げに伴う駆け込

み需要とその後の反動減による経済変動が危惧されるなど、今後の経済財政状況は予断

を許さない状況である。 

○ 札幌市の財政状況は、平成 30 年 2 月更新の「中期財政フレーム」のとおり、待機児
童対策も含めた扶助費の増加、近年の市債発行増による公債費の増加が見込まれる。加

えて、地方債償還に対する地方交付税措置の縮減により、公債費に係る本市負担の大幅

な増加が将来的に見込まれる。さらに、北海道胆振東部地震による人的・物的損害や観

光産業を始めとした北海道経済への影響を踏まえると、平成 31 年度を含めた今後の財

政見通しは全く楽観視できない。 

 （単位：億円）
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市債残高の比較

その他事業費

合計

基金活用額の比較

扶助費

他会計繰出金 1,073 1,053 1,027 1,054 1,058
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【臨時財政対策債を含めた場合】

その他

区分

歳

入

一般財源（臨時財政対策債を含む） 4,726 4,754 5,363
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現状分析を前提とした事業の必要性や効果検証の視点 

編成スケジュール ※例年より日程が早まることに留意すること。

■情報収集・現状分析

○社会情勢や社会ニーズ等の情報収集・現状分析による課題の明確化

■行政として対応する分野の整理、事業目的の設定

○緊急性や民間での代替可能性等の事柄を整理し、行政として対応すべき分野を整理

○課題に対応する明確な事業目的の設定（どのような状態になれば課題解決と言えるか）

■効果検証

○事業構築時の効果検証手法の検討（指標・数値による定量的、客観的な評価指標の設定等）

○事業実施後の検証（目的が達成されなかった場合の要因の検証。それを踏まえた今後へのフィードバック）


